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平成２７年第２回長与町議会定例会会期日程（案）

◎  会 期  ６月２日（火） ～ ６月１１日（木）  １０日間
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１１ 木 ９：３０ 本会議 委員長報告・採決（委員会付託議案）



平成２７年第２回長与町議会定例会

議事日程（第１号）

平成２７年 ６月 ２日（火）

午 前 ９時３０分 開 議 

日程 議案番号 件        名 備 考

１
―

会議録署名議員の指名

２
―

会期の決定

３
―

議長報告

４
―

行政報告

５ 報告1 長与町国民保護計画の一部変更について

６ 報告２ 
平成２６年度長与町一般会計繰越明許費繰越計算書の報告につ

いて

７ 報告３ 
平成２６年度長崎都市計画事業長与町土地区画整理事業特別会

計繰越明許費繰越計算書の報告について

８ 報告４ 
平成２６年度長与町水道事業会計予算繰越計算書の報告につい

て

９ 報告５ 西彼中央土地開発公社の経営状況に関する書類の報告について

１０ ４１ 長与町社会教育委員条例の一部を改正する条例

１１ ４２ 字の区域の変更について

１２ ４３ 都市計画道路西高田線橋梁工事請負契約の締結について

１３ ４４ 平成２７年度長与町一般会計補正予算（第１号）

１４ 発議１ 
労働者派遣法改正案、労働基準法改正案の撤回を求める 意見

書

１５ 請願１ 安全保障法制関連法案に反対する意見書提出を求める請願



○議長（内村博法議員）

皆さんおはようございます。 

ただいまから平成２７年第２回長与町議会を、議会定例会を開会いたします。 

これから、本日の会議を開きます。 

日程第１、会議録署名議員の指名を行います。 

会議録署名議員は会議規則第１２７条の規定により、３番、安部都議員、５番、饗庭敦子議員を指名いたし

ます。 

日程第２、会期の決定の件を議題といたします。 

お諮りします。 

本定例会の会期は本日から６月１１日までの１０日間にしたいと思います。 

御異議ありませんか。 

異議なしと認めます。 

よって会期は本日から６月１１日までの１０日間に決定いたしました。 

日程第３、議長報告を行います。 

議長報告でありますがお手元に配付したとおりでありますので説明を省略いたします。 

これで議長報告を終わります。 

日程第４、行政報告を行います。 

行政報告の発言を許します。 

吉田町長。 

○町長（吉田愼一君）

皆さん、おはようございます。 

それでは行政報告をさせていただきます。 

平成２７年第２回長与町議会定例会をお願いいたしましたところ、議員各位には大変御多用の中に御出席を

いただき誠にありがとうございます。 

それでは３月から５月にかけましての主なものにつきまして報告をさせていただきます。 

初めに３月８日に今年で２回目となる交流人口の増加と長与町のＰＲ、地域の活性化を目的とした長与町シ

ーサイドマルシェを開催いたしました。 

町内外から６０店舗の参加をいただき、来場者数おおよそ１万人を超える賑わいで盛会裡に終了することが

できました。 

２５日には放課後の子供の居場所として住民ニーズの高い放課後児童クラブの長与っ子クラブの開所式が

行われ、４月１日に長与小学校区内に開設をいたしております。 

また今年度におきましては少子化対策の一つとして多子世帯の経済的負担を軽減するため、保育所等の第一

子の対象年齢を３歳引き上げることにより、第３子以降の保育料が無料となる対象者の範囲を拡大することと

しております。 

２７日には町の交通安全対策協議会を開催し、子供と高齢者の交通事故防止、歩行者や自転車に対しての安

全対策等の協議を行っております。 

４月に入りまして今年は統一地方選挙が行われております。 

１２日には長崎県議会議員一般選挙、そして２６日に執行されました長与町議会議員一般選挙では１６人の

議員の皆様がめでたく御当選され、５月１日の長与町議会議員改選後の長与町議会臨時会におきまして、議員

の皆様方により一層の町の発展と町政の運営につきまして格別の御指導・御支援・御協力を賜りますようお願

い申し上げました次第でございます。 



４日には関係者皆様方の御理解と御協力を賜りまして、長与時津環境施設組合が斉藤郷地区に整備を進めて

きておりましたごみ焼却施設クリーンパーク長与の落成式が行われ、４月より本格稼働を始めております。 

１４日には自治会長会、保健環境連合会の総会が開催され、新たに北陽台自治会が加わり５０自治会となっ

ております。 

５月に入りまして町におきましては、長与町消防の尚一層の充実と地域防災の要であります消防団員が活動

しやすい環境作りを図るため、施設の建替え、防火水槽の建設、機材の整備を順次進めておりますが、このた

び長与町消防団第５分団格納庫の移転による建替え工事が完了し、１０日に新格納庫の落成式を行っておりま

す。 

また地域におきましても、１９日に長与町自主防災組織連絡協議会がこれからの風水害等の災害に備え、地

域の防災力を高めるための研修として長崎市で行われました長崎市総合防災訓練を参観し、同日に自主防災組

織相互の活性化、防災意識の高揚と地域の連携強化のため総会を開催しております。 

現在長与町内の自主防災組織は４２組織となっております。 

２４日には町内５つの小学校で運動会が行われ、子供たちの頑張っている元気な姿を拝見さしていただき、

大変頼もしく感動いたしました。 

また、昨年までグラウンドが狭く運動会の進行に支障をきたし御迷惑をおかけいたしておりました長与小学

校におきましても、３月末に旧校舎跡地のグラウンド整備工事が完了し、今年は広くなりました新しいグラウ

ンドでの運動会の開催となりました。 

保護者の皆様方には昨年の運動会のように混み合うような御迷惑をお掛けすることもなく、スムーズな進行

をできましたことは大変に喜ばしく思っております。 

その他、４月５月は老人クラブ連合会や各地区コミュニティーなど多くの各種団体の総会があっており、日

程の調整がつく限り出席さしていただいたところでございます。 

最後になりますが、今年は被爆７０年の節目に当たり、町においても平和記念事業といたしましてこれまで

の平和コンサートなどの平和事業に加え、長与町の平和事業、平和遺構を紹介したリーフレットの作成、原爆

投下の際に臨時の救護所となっておりました武道館敷地に被爆遺構案内板の設置や、町内中学校の生徒を広島

平和祈念式典へ派遣し平和体験学習を行う平和交流派遣事業を行うなど、長与町から恒久平和の願いを発信し

ていきたいと考えております。 

その他お手元に配付のとおり多くの会議事業等があっております。 

次に載せております５,０００万円未満の入札結果報告書とあわせて御参照いただければと存じます。 

以上でございます。 

○議長（内村博法議員）

以上で行政報告を終わります。 

日程第５、報告１、長与町国民保護計画の一部変更について、日程第６、報告２、平成２６年度長与町一般

会計繰越明許費、繰越計算書の報告についての発言を同時に許します。 

吉田町長。 

○町長（吉田愼一君）

ただ今、報告事項の１、２がありましたけれどもそれにつきましてはそれぞれ所管より報告をさせていただ

きます。 

○議長（内村博法議員）

荒木総務部長。 

○総務部長（荒木重臣君）

おはようございます。 



それでは報告１及び２について御報告いたします。 

まず報告１、長与町国民保護計画の一部変更についてでございますが、平成１９年３月に作成いたしました

長与町国民保護計画につきまして、平成２６年度中に一部変更を行いましたので、武力攻撃事態等における国

民の保護のための措置に関する法律第３５条、第８項の規定により準用する同条第６項の規定に基づき報告す

るものでございます。 

今回の変更は、国の行政機関の一部修正、指定公共機関数の修正及び気象データなどの年次データの更新で、

変更カ所につきましては新旧対照表に朱文字で記載しておりますので御参照ください。 

次に報告２、平成２６年度長与町一般会計繰越明許費繰越計算書について、地方自治法施行令第１４６条第

２項の規定により報告いたします。 

先の３月定例会で議決をいただきました補正予算第５号及び第６号の繰越明許費６件、合計６億７千９万５,

０００円に対しまして、翌年度繰越額は地方創生事業、以下６件、合計５億２,８５５万７,０００円でござい

ます。 

翌年度繰越額の財源内訳は、国、県支出金２億１、８８２万３,０００円、地方債、１億５,６８０万円、一

般財源１億５,２９３万４,０００円となっております。 

また未収入特定財源の国県支出金の内訳は、国庫支出金１億５,３１３万３,０００円、県支出金６,５６９

万円であります。 

以上で報告を終わります。 

○議長（内村博法議員）

続きまして日程第７、報告３、平成２６年度長崎都市計画事業、長与町土地区画整理事業特別会計、繰越明

許費繰越計算書の報告についての発言を許します。 

吉田町長。 

○町長（吉田愼一君）

報告第３につきましては所管より報告させていただきます。 

○議長（内村博法議員）

森建設部長。 

○建設部長（森浩平君）

おはようございます。 

報告３、平成２６年度長崎都市計画事業、長与町土地区画整理事業特別会計繰越明許費繰越計算書につきま

して、地方自治法施行令第１４６条第２項の規定により報告いたします。 

平成２６年度の繰越明許費は、１項１款土木費１項都市計画費の高田南土地区画整理事業は限度額２億８,

４００万に対し、翌年度繰越額２億６,５８７万円とするものでございます。 

財源内訳につきましては、国県支出金１億８５０万２,０００円。 

その他１億５,７３６万８，０００円でございます。 

繰越し内訳は工事２件となっております。 

以上でございます。 

報告終わります。 

○議長（内村博法議員）

続きまして、日程第８、報告４、平成２６年度長与町水道事業会計予算繰越計算書の報告についての発言を

許します。 

吉田町長。 

○町長（吉田愼一君）



それでは報告第４につきましては所管より報告させていただきます。 

○議長（内村博法議員）

古賀水道局長。 

○水道局長（古賀洋君）

報告４、平成２６年度長与町水道事業会計予算、繰越計算書の報告につきまして、地方公営企業法第２６条

第３項の規定により御報告いたします。 

地方公営企業法第２６条第１項の規定による建設改良費の繰越額は、１款資本的支出１項建設改良費の都市

計画道路西高田線、配水管敷設工事、仮称道ノ尾配水地造成工事その２及び仮称道ノ尾配水地周り配管敷設工

事の３件で翌年度繰越額は合わせて２,７０８万円でございます。 

繰越しの理由は都市計画道路西高田線、道路築造工事及び町道自由が丘団地線道路築造工事の年度内完成が

困難となったものによるものでございます。 

以上で報告を終わります。 

○議長（内村博法議員）

続きまして日程第９、報告５を西彼中央土地開発公社の経営状況に関する書類の報告についての発言を許し

ます。 

吉田町長。 

○町長（吉田愼一君）

続きまして報告第５につきましても所管より報告をさせていただきます。 

○議長（内村博法議員）

鈴木副町長。 

○副町長（鈴木典秀君）

おはようございます。 

それでは報告５につきまして報告させていただきます。 

報告５、請求を土地開発公社の経営状況に関する書類につきまして地方自治法第２４３条の３、第２項の規

定により提出し報告いたします。 

書類の内容は、平成２７年度予算及び平成２６年度決算となっております。 

まず平成２７年度予算について概要を説明いたします。 

１ページをお開きください。 

第２条では収益的収入及び支出の予定額として収益的収入の合計を３,５８６万円、収益的支出の合計を３,

５８５万６,０００円と定めております。 

２ページをお開きください。 

第３条では資本的収入及び支出の予定額として資本的収入の合計を３６２万９,０００円。 

資本的支出の合計を３,８８８万５,０００円とし、資本的収入額が資本的支出額に対して不足する額３,５

２５万６,０００円は当年度分損益勘定留保資金で補てんするものと定めております。 

第４条では短期借入金の限度額、第５条では予算の弾力運用について定めております。 

予算に関する説明書につきましては御参照いただきたいと思います。 

続きまして平成２６年度決算につきまして概要を説明いたします。 

決算書表の１ページをお開きください。 

平成２６年度における公社の事業活動の結果、年度末における事業用資産は面積１万５,３７５.６０平方メ

ートル、金額１２億７,７２６万８,３５７円となっております。 

また１５万３,８３１円の利益が生じましたので準備積立金の合計は２０７万１,０２０円となっておりま



す。 

２ページには主な処理事項、３ページには理事会及び監事会開催状況と役職員に関する事項を記載しており

ます。 

４ページの貸借対照表では資産合計と負債資本合計がそれぞれ１２億８,４４２万２,１５２円で、資産合計

から負債合計を差し引いた資本合計は７０７万１,０２０円となっております。 

５ページの財産目録には資産及び負債の内訳を記載しております。 

６ページの損益計算書では収益から費用を差し引いた当期純利益が１５万３,８３１円となっております。 

７ページのキャッシュフロー計算書では、事業活動、投資活動及び財務活動に係る現金の流れにより、今期

の現金及び現金同等物増加額が１８万１,８６６円で、期末残高では２１２万３,７９５円となっております。 

次に添付している附属明細書の中で長与町に係る土地の変動について説明いたします。 

２ページ、３ページの事業用資産明細表でございます。 

長与町分の当期増加高では支払い利息３件の合計４２０万３,００７円が増加しております。 

当期減少高の内訳として、高田南土地区画整理事業用地で面積４０１.６６５平方メートルの町の買い戻し

に係る減少と、土地の貸し付けに係る使用料等の充当分による減少があり、長与町合計で７,６１６万９,８８

４円の減少となっております。 

したがいまして長与町分の期末残高の合計は面積が１万４,８９８.１６平方メートル、用地費と支払い利息

合わせて１２億３,８５６万８,７７０円となっております。 

以上で書類の説明と報告を終わります。 

○議長（内村博法議員）

続きまして、日程第１０、議案第４１号、長与町社会教育委員条例の一部を改正する条例、日程第１１、議

案第４２号、字の区域の変更について、日程第１２、議案第４３号、都市計画道路西高田線橋梁工事請負契約

の締結について、日程第１３、議案第４４号、平成２７年度長与町一般会計補正予算第１号を一括議題といた

します。 

ただいま一括議題としています議案について提案理由の説明を求めます。 

吉田町長。 

○町長（吉田愼一君）

それでは４１号から議案第４４号までの提案理由を御説明をいたします。 

初めに議案第４１号、長与町社会教育委員条例の一部を改正する条例について、教育分野における政治的中

立性継続性安定性を確保しつつ、地方教育行政における責任の明確化、迅速な危機管理体制の構築、組長との

連携強化、地方に対する国の関与の見直しなど制度の抜本的な改革を行うため、地方教育行政の組織及び運営

に関する法律の一部を改正する法律が平成２６年６月２０日に公布され、一部を除き本年４月１日に施行され

ました。 

今回の条例改正は、同法の改正により社会教育法が一部改正されたことによるものでございます。 

改正点につきましては第５条中教育長を経て、の規制を削るものです。 

附則といたしまして施行日を公布の日からとしておりますが、経過措置として現教育長の教育委員としての

任期中に限り、改正前の条例の規定が効力を有するものとしております。 

以上、御審議のほどよろしくお願いをいたします。 

次に、議案第４２号、字の区域の変更につきまして。 

現在嬉里郷及び高田郷の各一部で施行されています榎の鼻土地区画整理事業は、嬉里郷の字梶原、字西田、

の２字と、高田郷の字並松、字辻ノ迫、字中山、字草住、字城ノ平の５字、合計７の字に渡り広さおおよそ２

２万５,０００平方メートルの規模で実施されています。 



区画整理の実施によって飛換地となったりあるいは現地換地であっても原形と全く違った形状となってお

り、これにより生じた字界、字名、地盤を整理するために字の区域の変更するものでございます。 

内容といたしましては変更調書及び参考図のとおり区画整理地内を４地区に分け、新たな字の区域はおおよ

そ２２万平方メートルを２地区に分けてそれぞれを北陽台１丁目、北陽台２丁目とし、北陽台１丁目に嬉里郷

の字梶原の一部、字西田の一部、高田郷の字並松の一部、字辻ノ迫の一部を変更し、北陽台２丁目に嬉里郷の

字梶原の一部、字西田の一部、高田郷の字中山の一部、字草住の一部、字辻ノ迫の一部、字並松の一部を変更

するものでございます。 

換地処分をするに当たり字の区域の変更が必要になりますので、地方自治法第２０６条第１項の規定により

提案するものでございます。 

次に議案第４３号、都市計画道路西高田線橋梁工事請負契約締結につきまして。 

今回の入札につきましては長与町制限つき一般競争入札実施要項に基づき入札公告を行い、特定検出工事共

同企業体から入札参加申請があり５月１５日に入札会を実施をいたしました。 

その結果、エム・テック水道特定建設工事共同企業体が３億８３９万９,４００円で落札をいたしましたの

で工事請負契約を締結いたしたく、地方自治法第９６条第１項第５号及び議会の議決に附すべき契約及び財産

の取得または処分に関する条例第２条の規定により、議会の議決をお願いするものでございます。 

工事の概要といたしましては平成２６年度より施行しております都市計画道路西高田線の起点に当たりま

す役場前の長与川へ架設する橋梁、橋長３８メートル、幅員２１メートルの整備を行うものであります。 

今回の工事の主な内容といたしましては、橋梁の下部工のうち町道長与中央線側への橋台一基の施工、上部

工の工場製作と架設及び町道長与中央線側の橋台を施工する際の仮設道路の施工を行うものであります。 

今回落札いたしましたエム・テック水道特定建設工事共同企業体の資本金は、代表構成員である株式会社エ

ム・テックが５０億３,０７７万１,０００円、構成員である水道工業株式会社が５,９６７万円となっており

ます。 

工期につきましては、平成２７年６月１５日から平成２８年１２月２８日までの間を予定しております。 

なお別紙参考図面として平面図を添付しておりますので御参照いただきたいと存じます。 

次に議案第４４号平成２７年度長与町一般会計補正予算第１号について予算書の１ページをお願いいたし

ます。 

今回の補正は既定の予算総額に歳入歳出それぞれ３,９５７万３,０００円を追加いたしまして、補正後の総

額を１１７億７,９３９万３,０００円とするものでございます。 

補正の主な内容につきましては、２ページからの第１表歳入歳出予算補正により御説明を申し上げます。 

歳入の１１款分担金及び負担金では多子世帯保育料軽減による児童福祉負担金の減額分を計上いたしてお

ります。 

１３款国庫支出金では、個人番号カード交付に係る事業費及び事務費補助金を計上いたしております。 

１４款県支出金では、地域女性活躍推進交付金事業補助金、多子世帯保育料軽減事業費補助金及び長崎県住

宅性能向上リフォーム支援事業補助金を計上いたしております。 

１７款繰入金では財源調整のための財政調整基金の繰入を計上いたしております。 

１９款諸収入では一般コミュニティー助成金、長崎県市町村振興協会地域活性化支援事業助成金及び町村有

建物災害共済金、そして町内在住外国人支援事業助成金を計上いたしております。 

続いて３ページの歳出の主なものを御説明いたします。 

２款総務費では個人番号カード交付に係る経費、被爆７０年記念事業に係る経費、及びオリーブ等の地域特

産品開発加工による地域女性の活躍推進事業に係る経費、町内在住外国人支援事業に係る経費などを、３款民

生費では多子世帯保育料軽減事業実施に伴うシステム改修経費、地域福祉計画策定に係る経費など、８款土木



費では住宅性能向上リフォーム支援事業に係る経費を、１０款教育費では長与第２中学校の火災受信機が落雷

により破損したことによる取替経費、平和交流派遣事業に係る経費及び文化施設等の冷暖房機器取替工事に係

る経費などを計上いたしております。 

以上が補正予算第１号の主な内容でございます。 

議案の後に平成２７年度長与町一般会計補正予算第１号に関する説明書を添付をいたしております。 

御参照の上、御審議のほどよろしくお願い申し上げます。 

○議長（内村博法議員）

続きまして日程第１４、発議第１号労働者派遣法改正案労働基準法改正案の撤回を求める意見書を議題とし

ます。 

本案について提案理由の説明を求めます。 

安部都議員。 

○３番（安部都議員）

それでは発議第１号の意見書の提案で読んだ説明をいたします。 

労働者派遣法改正案、労働基準法改正案の撤回を求める意見書の提案理由説明です。 

今回の労働者派遣法改正案と労働基準法改正案は、いずれも労働者の生活を脅かす内容となっております。 

これまでの一般派遣労働者は派遣期間上限３年を超えて、派遣継続は原則できませんでした。 

２６専門職●●業界通訳については上限はありませんでした。 

派遣労働者が正社員を希望した場合、直接雇用契約社員の促進を行っておりました。 

しかし今回の法改正案は一般的な人材派遣の上限３年という期限を外して、無期限に派遣労働者を使い続け

るようにするものです。 

専門職についても企業がここの派遣社員は自動的に３年で首になり、異なった派遣社員を使い続けることで

永続的に派遣社員を使い続けるようにできるものです。 

これまで正社員が担ってきた業務を派遣社員が行えるようになり、正社員から派遣社員の切替えがどんどん

進み１００万人ぐらいの不安定な雇用が蔓延すると予測されております。 

企業は３年で首だと分かっている派遣社員に、政府が言う教育訓練を受けさせるでしょうか。 

例えばシングルマザーで派遣労働者として子供さんを育てているお母さんが３年で首になり次の職を探さ

なければならなくなります。 

親子共々生活や教育にも支障を来すこととなります。 

ますます子供の貧困、貧富の格差が増大することは明らかであります。 

厚労省が一昨年のアンケートでは、派遣社員の６０％以上が正社員になりたいと答えております。 

それを逆手にとり、嘘の求人や過大広告などによりブラック企業がはびこる可能性が危惧されることとなり

ます。 

また労働基準法改正案の問題点は特定行動専門業務、成果型労働制、高度プロフェッショナル制度の創設で

す、一定の年収を有する労働者が労働時間、休日、深夜の割り増し賃金等の規定を適用除外とすることです。 

日本の労働時間制度は原則１日８時間、週に４０時間労働で残業や休日、深夜労働には割り増し賃金を支払

う必要があります。 

今回の法改正である労働時間ではなく成果報酬では、成果はどのように判断するのでしょうか。 

休息時間の確保、働き過ぎの防止など深刻な課題が山積しております。 

長時間過密労働の蔓延か非正規雇用の急増やワーキングプアの拡大となる両法案は絶対許されることであ

りません。 

以上の理由により意見書の提案理由といたします。 



議員の皆様にはよく御理解の上、御賛同をよろしくお願いいたします。 

それでは意見書を朗読いたします。 

労働者派遣法改正案、労働基準法改正案の撤回を求める意見書。 

政府は成長戦略の名のもと、労働者保護ルールの改悪を打ち出しております派遣労働の大幅な拡大、労働時

間や解雇の規制緩和、職業紹介事業の民間開放など、どれも労働者の生活を脅かす内容です。 

労働者派遣法改正案は、臨時的一時的な業務に限定し常用雇用の代替をしてはならないという派遣労働の大

原則を取り払い、派遣期間上限３年を外して無期限に派遣労働者を使い続けられるようにするものです。 

増え続ける派遣労働者の正社員への道を閉ざし、不安定雇用のまま生涯派遣を押しつけることになりかねま

せん。 

労働基準法改正案の１番の問題点は、労働時間、休日、深夜の割り増し賃金の規定等を適用除外とする高度

プロフェッショナル制度特定高度専門業務成果型労働制の創設です。 

労働時間制度は労働者を守る最低限のルールであり、それに労働時間を自分の裁量で管理できる立場にある

上級管理者や研究者については裁量労働制が導入されています。 

長時間過密労働が蔓延し過労死・過労自殺が後を絶たない現状において、更にこれらを助長しかねない労働

時間規制を適用除外する新制度や裁量労働制の拡大は認めることができません。 

労働者派遣法改正案は国会で二度も廃案になりました。 

また今回の労働時間規制に適用除外する新制度は、残業代ゼロ法案、過労死促進法案との批判にさらされ、

法案提出ができなかったホワイトカラーエグゼンプションと同じものです。 

よって政府に対し次の事項について誠実に対応されるよう強く要望し、地方自治法第９９条の規定により意

見書を提出します。 

１、労働者派遣法改正案を撤回すること。 

欧州連合ＥＵ型の均等待遇原則を参考に、派遣労働者と正規労働者の間の均等待遇の確保を推進すること。 

２、労働基準法改正案を撤回すること。 

労働時間、時間外労働の上限規制や勤務間インターバル規制、２４時間につき最低連続１１時間の休息期間

を確保する規制等を導入して、長時間労働を抑制し不払い残業も根絶すること。 

２０１５年、長崎県長与町議会。 

衆議院議長 大島理森様、参議院議長 山崎正明様、内閣総理大臣 安倍晋三様、厚生労働大臣 塩崎恭久

様。 

以上であります。 

○議長（内村博法議員）

続きまして日程第１０号、請願１号、安全保障法制関連法案に反対する意見書提出を求める請願を議題とい

たします。 

本請願はお手元に配付しました請願陳情文書表のとおり、総務文教常任委員会に付託しましたので報告いた

します。 

これにて本日の日程は終了します。 

本日はこれで散会いたします。 

お疲れさまでした。 

尚、１０時２５分より議員全員協議会を開催しますので議員の皆様方はお集まりください。 


